
南アルプス市長　金　丸　一　元

一般競争入札（事後審査型）公告個別事項

1 工事内容

2 予定工期

3 予定価格（消費税等抜き）

4 週休２日工事 あり

5 最低制限価格の設定

6 入札保証金

7 契約保証金

8 前払金 あり 中間前金払あり　選択すること

9 部分払 あり （中間前金払を選択時は、なし）

1 市における競争入札参加資格

2 参加形態

3
本社・本店所在地
（※１下記参照）

4 建設業許可区分

5 配置予定技術者

6 施工実績

1 設計図書等配布開始日

2 参加申請書受付開始日時

3 参加申請書受付締切日時

4 確認通知発行日時

5 質問受付期限

6 質問回答期限

7 設計図書等配布締切日

8 入札書受付開始日時

9 入札書受付締切日時

10 開札予定日時

11 参加資格確認申請書提出期限

令和７年１２月５日　午前１１時

令和７年１２月５日　午後１時

令和７年１２月９日　午後１時

令和７年１２月１０日　午後５時

入札方法 電子入札システムによる。

日程

令和７年１２月１０日　午後５時

令和７年１２月１１日　午前８時

令和７年１２月１２日　午後５時

令和７年１２月１５日　午前９時

令和７年１２月１６日　午後１時（持参）（※２下記参照）

令和７年１１月２８日（公告と同時に閲覧可能）

令和７年１２月１日　午前８時

参加資格

舗装（第１希望）

単体

南アルプス市内に本店

平成２７年４月１日以降完成引渡し済みの工事で、今回の対象
工事と同種の公共工事（舗装）で、官公庁から発注された元請
工事１件の請負金額１，１００万円以上（全体工事費）の施工
実績を有する者であること。（参加形態が単体のものに限
る。）

特定又は一般

建設業法第２６条に規定する技術者を配置すること。
（参加申請書提出日以前３ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用
関係があること）

南アルプス市公告第１９６号

入　札　公　告

　南アルプス市が発注する次の工事は、事後審査型条件付一般競争入札（電子方式）により行うので、

入札参加資格等について、地方自治法施行令第167条の6第1項の規定により公告する。

令和7年11月28日

契約締結日の翌日から、令和８年６月２６日

工事概要

あり（変動型）

免除

要

３２，８４０，０００円

施工延長　県道部（L=327.72ｍ）、市道部（L=432.61ｍ）
舗装工　　県道部（A=1,699.60㎡）、市道部（A=1,231.71㎡）
区画線工1.0式

※詳細は設計図書、仕様書等で確認すること。

事業名

案件名 舗装本復旧工事（上宮地工区）

南アルプス市水道事業

契約番号 第５０７１０００１０２号

履行場所 南アルプス市上宮地地内



1 参加申請時

2 入札時

3 事後審査参加資格確認申請時

資料の記載方法等に関する問い合せ先及び、
書類を提出する場合の持参場所

〒４００－０３９５　山梨県南アルプス市小笠原376
南アルプス市役所　総務課　契約担当
電　話：０５５－２８２－６５４２（ダイヤルイン）
ＦＡＸ：０５５－２８２－１１１２
メールアドレス：keiyaku@city.minami-alps.lg.jp

提出書類

競争参加資格確認申請書添付資料
事後審査型条件付一般競争入札実施要領様式第１号の２

入札書、積算内訳書

事後審査型条件付一般競争入札実施要領
様式第２号の２、３号の１、４号の１、５号（持参）（※２下
記参照）

その他確認事項

・入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は
無効とする。
・一定の資本関係又は人的関係のある複数の者の同一入札への参加は認めないものとする。
・落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税の額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札
金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税の額を含まない金額を入札書に記載するこ
と。
・消費税率については、引渡し時点における消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方
税法（昭和２５年法律第２２６号）の施行内容によることとし、必要に応じて、引渡し時点に
おける消費税率を適用して契約を変更するなどの対応を行うこととする。
・落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法（昭和２４年法律第１０
０号）第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生
するおそれがあると認めるときは、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方の決
定）から請負契約を締結するまでに、契約担当部局に対して、その旨を当該事象の状況の把握
のため必要な情報と併せて通知すること。
（※１）本市入札参加資格者名簿の登載による。
（※２）当分の間、電子メールによる申請書類（ＰＤＦに限る）の提出も可とする。


